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内容 

本書は，著者の簡易裁判所の刑事分野における豊富な経験と実績に基づき，昨年秋に発刊され，好評を得
ている「略式手続の理論と実務」に続く解説書として，刑事公判の理論と実務について，書き下ろされたもので
す。刑事公判の基本的な手続を条文に添って解説し，併せて参考となる判例や実務上の取扱いを紹介し，「第１
編・争いのない事件」と「第２編・争いのある事件」の二部構成とすることで，手続上留意すべき点を整理し，分か
りやすく解説してあります。 
簡易裁判所における公判手続は，地方裁判所における刑事単独事件の公判手続と基本的には変わりません

ので，刑事公判実務を踏まえた基本書として，裁判官，書記官等のみならず副検事や国選弁護人を受任される
弁護士の方々にも広く読んでいただき，適正迅速な公判手続を進行させる参考にしていただけるものです。  
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